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達 示 第 １ ３ 号   

平成２６年５月１日   

 

 

東京拘置所長  浦   寛 美    

 

 

   「「要注意者等処遇細則」の制定について」の一部改正について 

  

 平成１９年３月１５日付け達示第１０号「「要注意者等処遇細則」の制定について」に

ついて，下記のとおり一部改正し，即日施行する。 

 

記 

 

１ 第２条第２項第６号中「伺われ」を「うかがわれ」に，同項第８号中，「捜検」を「検

査」に改める。 

２ 第２条第３項本文中「厳格な視察を要する者をいう」を「厳格な視察を要する者をい

い，指定内容を同一被収容者に重複指定して差し支えない」に改め，同項なお書きを削

る。 

３ 第２条第３項第２号エ中，「覚せい剤」を「覚醒剤」に，同号のオ中，「罹患」を「り

患」に改める。 

４ 第２条第３項第３号ア中「ことさら」を「殊更」に改める。 

５ 第４条中「病舎」を「病棟」に改める。 

６ 第９条中「要注意者名簿」を「要注意者名簿等」に改める。 

７ 第 11 条第１項なお書き削り，同条第２項を第３項とし，第１項の次に次の項を加え

る。 

 ２ 「指定事由の変更」及び「指定解除」については，その事由等を視察表に記載の上，

決裁を受けるものとする。  

８ 第 12 条中「自殺要注意者判定表」を「自殺危険性判定表」に，「すべて」を「全て」

に，「動静経過票」を「動静経過表」に改める。 

９ 第 13条の次に次の１条を加える。 

 （支所における取扱い） 

 第 14条 松戸拘置支所においては，本達示の規定中，第４条ないし第６条，第 11条及

び第 12条第２号は適用せず，その他について準用する。この場合において，「首席矯

正処遇官（処遇担当。以下「処遇首席」という。）」又は「処遇首席」とあるのは「支

所長」と，「処遇区長」とあるのは「統括矯正処遇官」と，「統括矯正処遇官（本部担

当）」とあるのは「主任矯正処遇官」と，「補洗工場」とあるのは「内掃班」と，読み

替えるものとする。 
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 ２ 前項の規定のほか，必要な事項について支所長指示を発出するなど，別に定めるも

のとする。 

10 別紙１中「便せん」を「便箋」に，「捜検」を「検査」に，「隙をみせない」を「隙を

見せない」に，「すべての願せん」を「全て願箋」に，「規律違反」を「反則行為」に改

める。 
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達 示 第 １ ０ 号   

平成１９年３月１５日   

一部改正 平成２６年５月１日 達示第１３号   

 

 

東京拘置所長  児 玉 一 雄    

 

 

   「要注意者等処遇細則」の制定について 

 標記について，別紙のとおり制定し，本月１７日から施行する。 

 なお，平成１５年３月１８日付け達示第９号「要注意者集中監視規程の制定について」

は，廃止する。 
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別紙 

 

要注意者等処遇細則 

 

（目的） 

第１条 この細則は，東京拘置所における要注意者等の適正な指定及び処遇要領を定め，

被収容者の逃走，自殺その他の事故を未然に防止し，拘禁の適正な確保を図ることを目

的とする。 

 

（要注意者等の区分） 

第２条 要注意者等は，特別要注意者，要注意者及び要視察者に区分する。 

２ 特別要注意者（以下「特注」という。）は，次の各号に該当する者とし，最も厳格な監

視を要する者をいう。 

３ 要注意者（以下「要注」という。）は，次の各号に該当する者とし，厳格な視察を要す

る者をいい，指定内容を同一被収容者に重複指定して差し支えない。 
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⑶  逃走 

⑷  暴行 

⑸  好訴性 

⑹  精神変調 

４ 要視察者（以下「要視」という。）は，外部交通や公判の状況，あるいは拘禁に伴う精

神不安定など，突発的に落ち込みが認められ，注意して視察を要する者をいう。 

 

（要注意者等処遇基準） 

第３条 要注意者等処遇基準表は別紙１のとおりとする。 

 

（収容居室） 
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第４条 特注及び要注を収容する区域を特別注意区（ブルーゾーン）とし，次の居室棟を

指定する。ただし，疾病等のため，病棟に収容することが相当と医師が認めた場合は，

この限りではない。また，要視についても，処遇区長が必要と認める場合は，特別注意

区に収容することができるものとする。 

⑴ 
⑵ 
⑶ 

 

（ ） 

第５条 特注については，原則として 居室（以下「 」

という。）に収容するものとし，要注及び要視について必要と認める場合は，

に収容することができる。ただし， に収容する必要のなくなった者は，処遇区

長が，首席矯正処遇官（処遇担当。以下「処遇首席」という。）に報告の上， へ

の収容を解除するものとする。 

 

（ 職員配置） 

第６条 第４条に規定する居室棟には， を配置するものとする。 

 

（要注意者等の指定） 

第７条 要注意者等のうち，特注及び要注の指定は，

，統括矯正処遇官（本部担当）が

指定表（別紙２）を作成し，所属の処遇区長が，同指定表を別紙として視察表により決

裁を受けるものとする。また， ，所

属の処遇区長が，指定事由等を視察表に記載の上，決裁を受けるものとする。 

２ 要視の指定は，処遇区長や監督当直者において，第２条第４項の者を認めたときは，

迅速かつ臨機に対処するため，口頭又は書面により勤務者に厳重視察を指示する者とし，

安定が認められれば要視を解除し，不安定状態が継続する場合は，遅滞なく前項の指定

手続を執るものとする。 

 

（各課・各部門の連携） 

第８条 各課・各部門の職員は，所管業務を行う中で要注意者等に該当する者を発見した

場合には，速やかに上司又は当該被収容者を収容する処遇区長に連絡し，保安事故の未

然防止を図るものとする。 

２ 要注意者等の処遇に当たり，必要と認めるときは，医師の診察を受けさせ，又は分類

技官によるカウンセリングを実施するなど，負因の解消を図らなければならない。 

 

（職員への周知方法） 

第９条 特注及び要注は，要注意者名簿等により，指定事由等を監督当直者に引き継ぐも
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のとする。 

２ 特注及び要注に指定した者で，特に注意が必要と認められる場合は，処遇首席指示を

発出するなどして，具体的な処遇要領及び注意点について関係職員に周知徹底を図らな

ければならない。 

 

（処遇上の留意事項） 

第 10 条 要注意者等の処遇に当たっては，厳正公平に対応するとともに，心情安定のた

めに細心の注意をもって処遇を行い，事故の未然防止に努めること。 

２ 要注意者等の処遇を担当する職員は

，心情の推移及び変化の掌握に努

めること。 

３ 処遇に当たっては，当該要注意者等の自尊心を傷つけることがないよう要注意者等に

指定されていることを察知されないよう留意すること。 

 

（指定の見直し） 

第 11 条 処遇区長は，特注及び要注に指定されている者及びこれらの者の指定事由を変

更する必要があると認める者について，毎月末までに要注意者名簿を作成し，動静視察

等の処遇の経過を踏まえて「継続」，「変更」，「解除」の意見を明記して，要注意者判定

会議（平成１８年５月２４日付け達示第２７号「処遇判定委員会の設置について」記２

（１）にて規定）において審査を行い，所長に報告するものとする。 

２ 「指定事由の変更」及び「指定解除」については，その事由等を視察表に記載の上，

決裁を受けるものとする。 

３ 要注意者判定会議の開催を待つまでもなく，要注意者等の指定要件が消滅したと認め

られるときは，処遇区長において視察表により指定解除の上申を行うことができる。 

 

（記録） 

第 12条 要注意者等における諸記録等の取扱いは，次のとおりとする。 

⑴  自殺危険性判定表 

    自殺危険性判定表は，入所した全ての被収容者について主任矯正処遇官（入出所

調所担当）が作成し，収容棟担当職員が動静経過表とともに保管してチェックを行

い，処遇区長経由の上，処遇首席の決裁を受ける。 

⑵  テレビ視察表チェックリスト（別紙３） 

    テレビ監視担当職員が記入保管し，監視用テレビ業務日誌（別紙４）にまとめて，

毎朝，処遇首席の決裁を受ける。 

⑶  動静経過表（別紙５） 

    収容棟担当職員が保管し，処遇その他を担当する職員が必要な事項を記載して，

随時，処遇区長経由の上，処遇首席の決裁を受ける。 
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（移送時の引継ぎ） 

第 13 条 処遇区長は，特注又は要注に指定したまま他施設に移送するときは，先方施設

に必要事項を引き継ぐものとする。 

 

（支所における取扱い） 

第 14条 松戸拘置支所においては，本達示の規定中，第４条ないし第６条，第 11条及び

第 12条第２号は適用せず，その他について準用する。この場合において，「首席矯正処

遇官（処遇担当。以下「処遇首席」という。）」又は「処遇首席」とあるのは「支所長」

と，「処遇区長」とあるのは「統括矯正処遇官」と，「統括矯正処遇官（本部担当）」とあ

るのは「主任矯正処遇官」と，「補洗工場」とあるのは「内掃班」と，読み替えるものと

する。 

２ 前項の規定のほか，必要な事項について支所長指示を発出するなど，別に定めるもの

とする。 
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別紙１ 

要注意者等処遇基準表 

指定内容 処 遇 基 準 

自殺・自傷 

逃  走 
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指定内容 処 遇 基 準 

暴  行 

好  訴 
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指定内容 処 遇 基 準 

精神変調 

※ 要視察者については，要注意者に準ずる処遇を実施するが，当該被収容者の状況によ

り，個別に指示する。 
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別紙２ 

 

所長 部長 首席 次席 統括  

 

調所 

     

指定年月日 平成   年  月  日   曜日 

判定     特注 ・ 要注   自・暴・変・訴・逃・公 

 居室      棟   階   室 

 番号      番 氏 名             年齢   歳 

 罪名 

事由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 











. .

検 事 名

弁護人名

姉妻 子

判

決

懲役・禁錮

通算

通算

国・私

備 考

日年 月

年 月

動 静 経 過 表

本 籍
（国籍）

年 月

兄父

求

刑

起 訴

犯 数

懲役・禁錮

妹

日

日日 月年

日

日日

月

通算

日 日

懲役・禁錮

年

年

判

決

符 号 係 部

判

決

刑 期 年 月

控

訴

月

親 族 関 係

申

立

母 夫

月

審

理

状

況

召

喚

度

数

年

上

告

一

審

現 住 所

入所年月日

氏 名

フ リ ガ ナ

称 呼 番 号

日月年

申

立

日 ～共 犯 者 関 係 欄

懲役・禁錮

日

年

職 業

生年月日

弟

署

歳

月 日

県

事 件 名

年 齢

警 察 署



首席 担 当
配 室

年 月 日
担 当 居 室 首席

配 室
年 月 日

居室

居  室  管  理  表



表紙については，入所時調査等を基に具体的に記載することとし，裁判の進行等に応じ
て判明した事項はその都度逐次記載すること。

居室管理表については，記載を確実にするとともに転室と同時に所属区長の決裁を受け
ること。

なお，特別要注意者，要注意者，要視察者の転室を行う際は，所属区長に報告の上，許
可を得てから実施すること。

動静視察経過事項欄には，被収容者の動静について，変化があるごとに客観的事実に基
づき，具体的かつ簡潔に記載すること。

備考
注１

注２

注３



所長 統括 主任 月日 動 静 視 察 経 過 事 項 欄



所長 統括 主任 月日 動 静 視 察 経 過 事 項 欄




